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所轄官庁／法律 対象 適用の可否 適用の可否 適用の可否

小学校、中学校、高等学校 ○ ○※2 ×
中等教育学校 ○ ○※2 ×
大学 ○ × ○
短期大学 ○ × ○
大学院 ○ × ○
高等専門学校 ○ ○※2 ×
養護学校、盲学校、聾学校 ○ ○※2 ×
看護学校 ○ ○※2 ×
幼稚園 ○ ○※2 ×
（学校付属の）
　病院・診療所・臨床研修医指定学校

○ × ×

臨床研修医指定学校 ○ × ×
専修学校（学校法人格あり／なしに関係なく） ○ × △※4
各種学校（学校法人格あり／なしに関係なく） ○ × △※4

インターナショナルスクール
国際バカロレア資格参加校、
WASC認定、ECIS認定、ACSI認定の
いずれかの小中高

○ ○ ×

文部科学省・総務省／
放送大学学園法

放送大学 ○ × ○

研究所 ○ × ×
博物館 ○ × ×
天文台 ○ × ×
大学共同利用機関 ○ × ×
文部科学省所管の独立行政法人 ○ × ×
防衛大学校 ○ × ○
防衛医科大学校 ○ × ○
水産大学校 ○ × ○
海上保安大学校、気象大学校 ○ × ○
職業能力開発総合大学校 ○ × ○
職業能力開発大学校、
職業能力開発短期大学校

○ × ○

国立看護大学校 ○ × ○
国土交通大学校 ○ × ○
中小企業大学校 ○ × ○
短期大学校 ○ × ○
自衛隊高等工科学校 ○ × ×
職業訓練校 ○ × ×
能力開発機構 ○ × ×
ポリテクセンター ○ × ×
障害者職業能力開発校 ○ × ×
国立公文書館 ○ × ×
警察学校 ○ × △※4
消防学校 ○ × △※4
独立行政法人海員学校 ○ × △※4

コンピュータカレッジ コンピュータカレッジ ○ × ×
教育委員会 ○ × ×
教育センター、教育研究所、教育庁 ○ × ×
ポリテクセンター（職業能力開発促進センター） ○ × ×
教育委員会配下の生涯学習センター ○ × ×
図書館（点字図書館含む） ○ × ×
博物館、美術館 ○ × ×
公民館、児童館 ○ × ×
海外の日本人学校 ○ × ×
予備校 ○ × △※4
学習塾 ○ × △※4
パソコンスクール ○ × △※4
人材派遣会社 ○※1 × ×
少年院 ○ × ×
保育園、保育所 ○ ○ ×
認定こども園 ○ ○ ×
乳児園 ○ × ×
視聴覚センター ○ × ×
美容学校、理容学校 ○ × △※4
語学学校 ○ × △※4
自動車教習所 ○※3 × ×
構造改革特別区域法の定める特例措置により
株式会社が設立した学校

○ × △※4

教育個人
職員個人
大学・短大・大学院生個人
高校生個人
中学生個人
小学生個人
幼稚園・保育園生個人

※1：学校法人・職業訓練法人の場合が適用可能です。
※2：同一敷地内で同一校名を1校とし、住所が異なる場合や学校名が異なる場合は、それぞれ1校とします。

※3：都道府県により、各種学校の認定を受けている自動車教習所についてのみ適用となります。

※4：キャンパスライセンス適応に関しては、個別ご相談となります。

【付帯事項】

・教育機関向けライセンス、およびスクールパックでは、学校が購入したライセンスの範囲内で有れば、個人所有のパソコンでもその使用を認めます。

・キャンパスライセンスのカウント方法は、「在籍中の学生数＋在籍中の教職員数」となります。　（最小ライセンス数：1,000人）

・キャンパスライセンスは、大学所有の端末および同大学が認めた在籍中の学生・教職員の個人所有端末（パソコン、タブレット、スマートフォン）でもその使用を認めます。

・ESET Endpoint Encryptionのカウント方法は、ユーザー数単位となります。（最小ライセンス数：6ライセンス）

・ESET PROTECT Entry オンプレミス
 キャンパスライセンス

ESETセキュリティ ソフトウェアシリーズ 教育機関向けライセンス　適用範囲表

対象
・ESET PROTECT Entry オンプレミス
・ESET Endpoint Encryption

・ESET PROTECT Entry オンプレミス
 スクールパック

×

・契約者が対象に無い場合でも、実際に使用する施設が上記対象の場合、対象となります。
そのような場合、申込書の記載時には、実際の使用者が分るような記載をお願い致します。
例）　契約者は市役所だが、実際の使用者が図書館の場合。
　　　　「法人／組織名」欄に市役所名を記載し、「部署名」欄に図書館名を記載する事で、対象となります。

学校教育法

文部科学省

地方教育行政に関する法律

その他

個人名義

文部科学省以外の
中央・地方官庁

× ×

・スクールパックを、一貫教育校で購入する場合、その実施形態にかかわらず、幼稚園、小学校、中学校、高等学校相当の教育課程ごとの購入となります。
例）　中高一貫教育校の場合
　　　「中学校」と「高等学校」に、それぞれスクールパックを1ライセンスずつ購入することで、対象となります。


